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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

 財務省は２０１６年度の貿易統計で貿易収支が４兆６９

億円の黒字だったと発表した。年度ベースで２０１０年以

来６年ぶりの黒字となり、２０１１年３月発災した東日本

大震災後では初めてとなる。黒字となった背景には、円高

の進行と原油などの資源価格が値下がりしたため、輸入額

が大幅に減少したことが挙げられている。輸出総額は３．

５％減の７１兆５２４７億円で、輸入額は１０．２％減の

６７兆５１７９億円となっている。 

 

 

 

 

 証券会社をはじめとする個人投資家向け投資商品である

少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）の全取扱機関で買い付け

た累計額は昨年１２月末時点には９兆４７５６億円で、今

年１～３月まで買い付け額が約５５００億円となり、制度

開始の２０１４年１月から約３年で１０兆円を突破した。 

ＮＩＳＡは株や投資信託などの譲渡益や配当金を非課税に

する制度で、毎年１２０万円分が５年間非課税となる。株

高を好感して中高年マネーが流入しているものとみられる。 

 

 

 

 

日銀が発表した金融システムリポートによると、地銀や

信金が不動産向け融資を増加している現状を踏まえた分析

で、不動産価格がリーマン・ショック直後の水準にまで下

落したら、地銀や信金の約４割が赤字に陥るとの試算が明

らかになった。日銀の金融緩和政策で収益構造が悪化して

いるなかで、収益確保のために不動産向け融資への依存を

強めており、価格下落によっては貸し倒れの発生により損

失を生みやすいとしている。リポートでは、九州・沖縄で

不動産向け融資が過熱していると指摘している。 

 

 

 

 

秋田県の４月１日現在の推計人口が９９万９６３６人と

なり、戦後初めて１００万人を割り込んだ。全国最速ペー

スで人口減少が進んでおり、国立社会保障・人口問題研究

所では２０４０年の同県の人口は約７０万人になると推計

している。同県では、「少子高齢化による自然減の拡大で減

少ペースが速まった」と分析している。また、同県の６５

歳以上の人口が占める高齢化率も全国トップの約３４％に

達している。都道府県の人口で１００万人を割り込んでい

る自治体は１０県となった。 

 

 

 

 

 

厚生労働省は４月から育児や介護で離職した従業員を再

雇用してから半年以上雇い続ければ、１人当たり最大で年

４８万円を企業に助成する制度の運用を開始した。対象と

なる企業は、離職者の再雇用制度を導入し、長期間従業員

を雇用した企業で、企業は再雇用した従業員のうち最大５

人分まで助成を受けることができる。厚労省は長期雇用を

促す上から、再雇用された従業員が６カ月以上勤務した場

合と１年以上勤務した場合の２回に分け助成金を支給する

としている。 

 

 

 

 

法務省が日本に住む外国人を対象にした差別や偏見に関

する調査を初めて行ったところ、外国人であることを理由

に入居を断れた経験のある人は３９．３％と４割近くに上

ることが分かった。日本人の保証人がいないことを理由に

入居を断れた外国人も４１．２％に上った。また、外国人

であることを理由に就職を断られた人は２５．０％、同じ

仕事をしているのに賃金が日本人より低かった人は１９．

６％だった。 

 

 

 

 

 閣議決定された今年の中小企業白書で、中小企業の約半

分で「人材不足」を感じており、商機を生かせない懸念が

高まっていると指摘していることが分かった。白書は、専

門性の高い高度な業務を担う「中核人材」と比較的安定的

な業務を担う「労働人材」とに分類したうえで、中小企業

では、中核人材は４８．２％、労働人材は５２．６％がそ

れぞれ「不足している」と答えている。白書は「人材不足

で新事業・新規分野への展開が停滞するとともに、需要増

加に対応できずに機会損失している」ことを指摘した。 

 

 

 

 

 経済産業省がコンビニ大手５社と協力して電子的に商品

情報を記録したＩＣタグを２０２５年までに貼り付けると

発表した。「コンビニ電子タグ１千億枚宣言」と称され、買

い物かごを置くだけで会計できるセルフレジの普及を目指

し、国内コンビニ全店舗での導入を目指すとしている。無

人レジ化によって、少子高齢化による人手不足に対応する

狙いが背景にある。ただ、現状ではＩＣタグの単価は１枚

１０～２０円と高いため、同省では１円以下にすることを

普及の前提条件としている。 

離職者再雇用で最大１人４８万円の助成 ６年ぶりに貿易黒字、震災後では初 

 

在留外国人への差別の実態が顕在 

不動産下落で地銀・信金の４割が赤字に 

ＮＩＳＡ投資、３年を経て１０兆円を突破 

中小企業白書で中小での人材不足を指摘 

コンビニのセルフレジ、２０２５年を目標に 
秋田県人口、戦後初の１００万人割れ 


